
 

 

今後の県立高等学校の 

在り方に係る基本計画 

 

 

 

 

 

 

 
平成 26年２月 26日 

広島県教育委員会 



目 次 

 

 

１ 計画の趣旨等 ····························································· １ 

(1) 計画の趣旨 ····························································· １ 

 

(2) 計画の性質 ····························································· １ 

 

 

２ 社会の変化や高等学校教育を取り巻く状況（現状と課題） ······················ ２ 

(1) 社会の変化 ····························································· ２ 

 

(2) 高校生の状況 ··························································· ２ 

① 学力の状況 ··························································· ２ 

② 卒業後の状況 ························································· ３ 

③ 海外留学の状況························································ ３ 

 

(3) 中学校卒業者数の減少 ···················································· ４ 

 

 

３ 県立高等学校教育の在り方·················································· ５ 

 

(1) 県立高等学校の役割······················································ ５ 

 

(2) 県立高等学校教育の目指す姿 ·············································· ５ 

 

(3) 重視する教育活動························································ ６ 

① 将来の夢や希望をもって学び，その実現に向けた学力を定着・向上 ·········· ６ 

② 社会人・職業人として自立するために必要な資質・能力の育成·············· ６ 

③ グローバル社会に生きる力の育成 ······································· ６ 

 

 

(4) 施策の推進に当たって留意すべき事項 ······································ ７ 

① 教職員の資質・能力の向上 ·············································· ７ 

② 多様なニーズへ対応する取組 ············································ ７ 

③ 学校と家庭，地域の連携 ················································ ７ 

④ 教育環境の整備························································ ８ 

 

 

 



 

 

４ 県立高等学校の課程・学科等の在り方 ········································ ９ 

 

(1) 全日制課程 ····························································· ９ 

① 普通科 ······························································· ９ 

② 専門学科 ····························································· 10 

ア 職業系専門学科······················································ 10 

イ 普通系専門学科······················································ 11 

③ 総合学科 ····························································· 12 

 

(2) 定時制課程・通信制課程 ·················································· 13 

 

(3) 中高一貫教育校 ························································· 14 

 

(4) 取組の推進に当たっての留意事項 ·········································· 15 

 

５ 県立高等学校の配置及び規模の在り方 ········································ 16 

 

(1) 基本的な考え方 ························································· 16 

① 学校の配置 ··························································· 16 

② 学校の規模 ··························································· 16 

 

(2) 取組の方向性 ··························································· 18 

 

 

資料 ········································································ 20 

 

○ 用語の解説 ···························································· 21 

○ 参考資料 ······························································ 30 

 



  

1 
 

 

 

 

 

5 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

35 

 

１ 計画の趣旨等 

 

(1) 計画の趣旨 

近年，知識基盤社会の到来，社会・経済のグローバル化の進展，少子・

高齢化，環境問題など，現代社会における様々な課題に対応し，社会の持

続的な発展に寄与する人材の育成が急務となっています。そのため，高等

学校においては，生徒一人一人が能力や才能を着実に伸ばすことができる

新しい時代にふさわしい教育が求められています。 

このような状況を受けて，広島県教育委員会では，平成 24年４月に「広

島県における今後の高等学校教育の在り方を検討する協議会」を設置し，

「１ 本県を支える人材の育成と今後の高等学校教育の在り方について」

及び「２ 本県における今後の高等学校の在り方について」の諮問を行い，

平成 25年３月に同協議会から最終報告「広島県における今後の高等学校教

育の在り方について」をいただいたところです。 

広島県教育委員会では，この最終報告の内容を参考とし，本県全体の教

育水準の維持・向上を図り，社会の持続的な発展に寄与する人材を育成す

るために，「今後の県立高等学校の在り方に係る基本計画」（以下，「本計画」

という。）を策定しました。今後，「広島で学んで良かったと思える日本一

の教育県の創造」に向けて，生徒が未来に夢や希望をもち，自らの人生や

新しい社会を切り拓く力を身に付けることができる，魅力ある県立高等学

校づくりを進めてまいります。 

 

 

(2) 計画の性質 

本計画は，平成 26 年度から平成 35 年度までを計画期間とする長期的か

つ全県的な視野に立った今後の県立高等学校の在り方について，基本的な

考え方を示すものです。 

本計画の推進に当たっては，計画的・段階的にその実施を図っていくこ

とを基本としますが，社会の変化や国における教育改革の動向などの高等

学校教育を取り巻く状況の変化を踏まえ，概ね５年間を目途として必要に

応じて見直しを行います。 
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２ 社会の変化や高等学校教育を取り巻く状況（現状と課題） 

 

(1) 社会の変化 

社会・経済のグローバル化の進展，技術革新・情報化等に伴う産業構造

の変化など，社会が急速に変化しています。 

また，本県においても，人口減少・少子高齢化が進展しており，高齢者

人口（65 歳以上）の増加が続き，年少人口（15 歳未満）は昭和 55 年，生

産年齢人口（15～64歳）は平成７年をピークに減少に転じており，今後も，

全国を上回るスピードで，生産年齢人口の割合が縮小すると推計されてい

ます。 

このような中，高等学校教育には，グローバルな社会・経済で活躍する

ことができる人材の育成及び本県産業の持続的発展を支える人材や安心な

暮らしを支える人材といった地域で活躍する人材の育成が求められていま

す。 

 

 

(2) 高校生の状況 

① 学力の状況 

経済協力開発機構（OECD）のPISA調査(注 1)や小・中学校の全国学力・

学習状況調査等の学力に関する各種の調査の結果により，我が国の子ど

もたちの学力は，全体としては国際的に上位にあるものの，世界トップ

レベルの国々と比べると依然として成績下位層の生徒の割合が高いこと

が示されました。また，思考力・判断力・表現力等には依然課題があり，

課題発見・解決能力，論理的思考力，コミュニケーション能力や多様な

観点から考察する能力などの育成が求められているところです。 

本県においては，平成 10 年の文部省（現「文部科学省」）の是正指導

以降，学力向上の取組を進め，一定の成果をあげていますが，県立高等

学校では，大学入試センター試験の全国平均点以上の得点者数などにつ

いて，ここ数年伸びの停滞が見られます。また，広島県高等学校共通学

力テスト(注 2)の生徒質問紙調査によると，多くの生徒が宿題等の与えら

れた課題は行うが，興味があることについて，自分で調べたり確かめた

りする生徒の割合は低いなど，自ら学ぶ意欲や態度が十分には身に付い

ていない状況です。 
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② 卒業後の状況 

本県においては，県立高等学校を新規に卒業し就職した者のうち，３

年以内に離職した者の割合(注３)は，平成 20年３月卒業者でみると 32.4％

となっており，全国の 37.6％より低い状況にありますが，早期に離職し

ている者が多い状況です。また，離職した理由については，「仕事が自分

に合わない」，「人間関係がうまくいかない」，「労働条件が合わない」な

どが多くなっています。 

このため，生徒が，自分が将来どのように社会に参画していくのかを

考え，進学や就職などの進路希望を問わず，高等学校卒業までに，コミ

ュニケーション能力や他者と協力して物事に取り組む意識・態度，社会

の仕組みを理解することや様々な状況に対処する力など，生涯にわたる

多様なキャリア形成に共通して必要な能力や態度を身に付けることが必

要です。 

 

③ 海外留学の状況 

社会・経済のグローバル化が進展する中で，国際的に活躍できる人材

を育成することが急務となっています。そのような人材は，語学力・コ

ミュニケーション能力とあわせて，優れた国際感覚や国際理解の精神を

身に付けていることが求められることから，高校生までの段階で，留学

や在外での生活，外国人留学生との交流などを経験することが重要です。 

しかし，近年，海外留学する日本の高校生や大学生が減っていること，

海外勤務を望まない若手社員が増えていることなどから，若者の「内向

き志向」が問題視されています。こうした状況については，若者の気質

のみに起因するものではなく， 

・留学に要する費用の確保が難しくなっていること 

・大学入試を意識して海外留学や在外経験の機会を躊躇すること 

・未知な事柄に挑戦する力や試行錯誤を重ねながら目標を達成する意欲

が十分に育成されていないこと 

などに起因するものも少なくないとの指摘もあります。 

本県においては，全国に先駆けて，全ての県立学校が海外の学校との

姉妹校提携を締結する取組を進めるとともに，海外留学を促進するため

の支援を強化しているところであり，こうした取組により，海外に留学

する高校生の数も増加傾向にありますが，目標を達成するには至ってい

ません。 
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(3) 中学校卒業者数の減少 

本県の中学校卒業者数は，平成元年をピークにこれまで大きく減少して

おり，県立高等学校（全日制課程）は学校規模を縮小していった結果，平

成 25 年度現在，１学級規模の学校が全学校数に占める割合は，全国平均

3.7％に対して，本県の場合 13.9％と非常に高く，１学級規模の学校数が

全国で第２位(第１位は北海道)となっています。 

本県の中学校卒業者数は，今後も減少傾向が続き，中学校第３学年在籍

者数は，平成 25 年度の 27,302 名に対し，平成 33 年度には 25,363 名とな

り，1,939名減少することが見込まれています。 

現在，中学校卒業者の約 98.0％が高等学校等に進学(注４)している状況を

もとに，公立高等学校全日制課程の入学定員を機械的に算出すると，平成

26 年度の 425 学級に対して，平成 34 年度には 392 学級となり，33 学級程

度減少することが見込まれます。 

こうした状況の中で，中山間地域(注５)においては，これまでの生徒数の

減少により，多くの学校が小規模化しており，今後も生徒数の減少が続く

と教育の質的水準の維持が困難になると考えられます。 

また，都市部においては，生徒急増期に新設された学校(注６)が，生徒減

少に転じている現在もほとんどそのまま設置されており，地域によっては，

活力ある教育活動を展開することが困難になる学校が出てくると考えられ

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

5 
 

 

 

 

 

５ 

 

 

 

 

10 

 

 

 

 

15 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

25 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

35 

 

３ 県立高等学校教育の在り方 

 

(1) 県立高等学校の役割 

県立高等学校には，高等学校教育の普及及び機会均等の確保の観点から，

私立，市立及び国立高等学校の配置状況を考慮しつつ，全県的な視野に立

って教育を提供することが求められています。 

このため，県立高等学校は，将来の中学校卒業者数の推移を見据え，生

徒の通学時間等を考慮しつつ，県内各地域にバランスよく配置されること

とともに，私立，市立及び国立高等学校と協力又は補完しあいながら，互

いに切磋琢磨し，広島県全体の教育水準の維持・向上に努めることも求め

られています。 

その際，家庭の経済状況や遠距離通学等の状況により，高等学校で学ぶ

機会が妨げられることのないように配慮することが必要です。 

 

 

(2) 県立高等学校教育の目指す姿 

県立高等学校教育の目指す姿については，教育基本法及び学校教育法の

規定を踏まえ，「生徒の学び」と「県立高等学校教育における人材育成」の

観点から，次のとおりとします。 

 

－生徒の学び－ 

・未来に夢や希望を持ちながら学んでいます。 

・基礎・基本を確実に身に付けるとともに，いかに社会が変化しようと，

自ら課題を見つけ，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，行動し，よ

りよく問題を解決する資質や能力を身に付けています。 

・自らを律しつつ，他人とともに協調し，他人を思いやる心や感動する心

などの豊かな人間性，たくましく生きるための健康や体力などを身に付

けています。 

 

－県立高等学校教育における人材育成－ 

こうした生徒の学びを実現するために，教育活動の充実が図られると

ともに，十分な教育効果をあげられる教育環境が整備されており，将来，

高い志を持って，グローバルな社会・経済で活躍することができる人材

及び本県の持続的発展を支える人材や安心な暮らしを支える人材といっ

た地域で活躍する人材など，多様な人材を育成しています。 
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(3) 重視する教育活動 

 県立高等学校が目指す姿を実現するために，次のような内容を重視して，

取り組みます。 

 

① 将来の夢や希望をもって学び，その実現に向けた学力を定着・向上 

生徒一人一人の学習内容の定着の程度の実態に即して，授業の学級の

弾力的な編成や繰り返し指導などによる個に応じた指導を行い，基礎

的・基本的な知識，技術及び技能の習得を図るとともに，観察・実験等

の体験的な学習やレポートの作成や論述等，知識等の活用を図る学習に

より，生徒が分かる喜びを実感したり，学ぶ意義を認識したりすること

で学習意欲を高めることが重要です。 

 

② 社会人・職業人として自立するために必要な資質・能力の育成 

望ましい勤労観・職業観を育成するため，生徒に自己の職業適性や将

来設計について考えさせるとともに，地域や産業界等と連携した就業体

験等の体験的な学習と教科の内容とを関連付けて考える学習を行うな

ど，キャリア教育・職業教育(注７)を充実させることが重要です。 

また，社会の急激な変化に伴い，人間関係の希薄化，規範意識の低下

が見られる中で，道徳性を養い，人間としての成長を図る教育を充実さ

せることも重要です。 

 

③ グローバル社会に生きる力の育成 

これからのグローバル社会を生きる力を育成するため，我が国や郷土

の文化や歴史などを深く理解し説明する力，他の国や地域の文化等を尊

重する態度を生徒に身に付けさせるとともに，新しい文化の創造や社会

の発展に貢献しようとする態度など，高い志を育むことが重要です。ま

た，あわせて，外国語によるコミュニケーション能力を活用し，世界が

抱えている様々な問題を発見し，それを解決するために主体的に議論し，

行動することができる力を育成する教育活動を充実させることが重要で

す。海外姉妹校との交流活動等についても生徒に身に付けさせたい力を

明確にして，取組内容を充実させていくことが重要です。 

国においては，グローバル人材(注８)を育成するための対策が喫緊の課

題とされ，「スーパーグローバルハイスクール」の指定などの世界水準を

睨んだ施策(注９)が実施されることとなっています。本県においては，例

えば，初等中等教育における英語力・コミュニケーション能力は全国よ

り高いレベルにありますが，まだまだ不十分であり，また，急速に進展
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するグローバル化の中で，要求水準の上昇や人材需要の増加は確実であ

ることから，社会が求める「質・量」ともに満たす人材の育成に向けて，

今後の国の議論も注視しつつ，「スーパーグローバルハイスクール」の仕

組みを活用するなど，本県としての取組を進めていくことが必要です。 

また，情報技術の進歩や情報機器の普及による社会の情報化に対応す

るため，モラルも含めた情報教育を充実させ，情報活用能力を育成する

ことが重要です。あわせて，情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した効果的・

効率的な学校運営や教育指導についても研究を進めていくことが必要で

す。 

 

 

(4) 施策の推進に当たって留意すべき事項 

① 教職員の資質・能力の向上 

教育活動を充実していくためには，教師一人一人の教科の指導力を向

上させることとあわせて，教師自らが学び続ける姿勢や生徒の心に響く

指導ができる力が求められます。このため，教科の指導力や生徒指導力

の向上とともに，人間性を磨くことを目指した様々な研修機会と研修内

容の充実を進めることが必要です。 

 

② 多様なニーズへ対応する取組 

各学校においては，生徒のどのような力を伸ばすのか，どのような生

徒を育成するのかということについて明確な目標を持ち，それを実現す

るために，社会状況の変化等に応じた教育課程の編成，学校行事や部活

動等による特色づくり，地域の特性を生かした取組，学校外の教育資源

の積極的な活用(注 10)等，各学校が一層創意工夫を生かし，特色ある教育

活動を進めることが重要です。 

また，高等学校を中退した経験のある生徒や中学校時代に不登校傾向

のあった生徒など，様々な困難を持ちながら学習している生徒について，

一人一人が持っている可能性を引き出して能力を伸ばすことが必要で

す。 

さらに，発達障害のある生徒など，障害による学習上又は生活上の困

難を抱えている生徒についても，一人一人の教育的ニーズに応じた適切

な支援や指導を行うことが必要です。 

 

③ 学校と家庭，地域の連携 

各学校が家庭や地域社会との連携を深め，学校内外を通じた生徒の生
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活の充実と活性化を図ることが大切です。また，各学校の教育方針や特

色ある教育活動，生徒の状況などについて家庭や地域等の人々に説明し

理解や協力を求めたり，家庭や地域，産業界等の人々の学校運営などに

対する意見を的確に把握し，自校の教育活動に生かしたりすることが大

切です。 

 

④ 教育環境の整備 

十分な教育効果をあげるためには，生徒が授業や部活動等において一

定の選択幅を持つことができ，集団の中で切磋琢磨できるといった環境

を整えることが必要です。 

また，学校の施設・設備についても重要な要素であり，今後，各学校

における特色，課程・学科等における教育活動の充実に配慮しつつ，施

設・設備の整備を進めることが必要です。 
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４ 県立高等学校の課程・学科等の在り方 

 

県立高等学校の目指す姿の実現に向けて，次の方針により，課程・学科等

の在り方を考えていきます。 

なお，社会状況等の変化により的確に対応した教育課程の編成ができるよ

う，課程及び学科等について，不断の改善・見直しを行っていきます。 

あわせて，技術革新・情報化等の社会の急速な変化，今後の生徒数の減少

を踏まえ，教育方法についても，高等学校同士の連携だけでなく，地域，企

業，大学及び研究機関並びに他校種の学校等との連携，情報通信技術（ＩＣ

Ｔ）の活用，寄宿舎の活用等，不断の改善・見直しを行っていきます。 

 

(1) 全日制課程 

① 普通科 

普通科には，県立高等学校全日制課程の全生徒の６割以上が在籍して

います。 

高等学校卒業後の進路状況では，進学者，専修学校等入学者及び就職

者の割合が，学校ごとに大きく異なっています。 

進学に関しては，大学入試センター試験の全国平均点以上の生徒数が

停滞傾向にあること，自ら学ぶ意欲・態度が十分に身に付いていないな

どの課題があり，基礎的・基本的な知識，技術及び技能の確実な習得を

図るとともに，生徒の希望を実現するために必要な学力を身に付けさせ

る取組を一層推進することが必要です。なお，中山間地域における医師

不足や社会のグローバル化に対応した教育の提供など，本県の抱える課

題や社会の要請に対応することができる人材の育成の重要性が今後さら

に高まると考えられることから，社会や地域の基盤となる医療や教育と

いった分野を担う人材について，高等学校段階からその素養を身に付け

ていくことが必要です。 

就職に関しては，各学校において，職業教育を主とする教科・科目の

開設や就業体験などの取組をしていますが，就職率が専門学科よりやや

低い状況になっています。 

 

－取組の方向性－ 

○ 進学を希望する生徒が多い学校について，普通教科の内容の高度

化・深化をさせるため，高等教育機関と連携しながら，知識・技能を

活用する学習や探究する学習を重視する，新しい普通系専門学科「探

究科（仮称）」への改編を検討します。 
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○ 将来的に地域の医療を支える医師や学校教育を支える質の高い教員

等となり得る人材を育成する観点から，大学や関係施設等と連携した

実践的・体験的な活動などを重視する類型の設置について検討します。 

○ 既設の普通科コース(注 11)については，中学生からのニーズや卒業後

の進路状況等の観点から，コースとしての特質が発揮しにくくなった

場合，廃止を含めた見直しを検討します。 

○ 就職を希望する生徒が多い学校については，各学校において，地域

や企業等と連携した実践的・体験的な活動を積極的に実施するなど，

将来の職業生活に向けた基礎的な知識・技能に関する学習の機会の一

層の充実を図ります。 

 

 

② 専門学科 

ア 職業系専門学科(注 12) 

職業系専門学科では，生徒に経済のグローバル化や国際競争の激化，

産業構造の変化，技術革新・情報化等に対応できる力を身に付けさせ，

高度な技術・技能を習得した人材や地域の様々な産業・社会を担って

いくことができる人材を育成することが一層重要になっています。 

このため，基礎的な学力の定着や，専門分野の基礎的・基本的な知

識，技術及び技能の習得に重点を置くとともに，実践的・体験的な学

習や高度な資格取得に向けた学習等を推進することが必要です。 

また，県立高等学校の卒業後の進路状況では，全国と同様，進学者

の割合が年々増加する傾向にあるため，進学希望に対応した取組を推

進することも必要です。 

平成 15年度に指定した専門高校拠点校(注 13)では，これまで， 

・産業の高度化に対応した専門性の習得 

・高度な資格取得 

・上級学校への進学 

・県内企業への人材供給 

・県内の職業教育のセンター的役割 

に係る取組を進めてきたところであり，今後もこうした取組を一層推

進する必要があります。 

また，平成 17年度に開校した総合技術高等学校では，専門分野の基

礎的・基本的な知識，技術及び技能の定着を図るとともに，それぞれ

の専門分野だけでなく，幅広い知識，技術及び技能を身に付けさせる

教育を行い，生徒に複数の分野における資格取得や広い視野を身に付
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けさせ，生徒が概ね希望する進学や就職を実現しており，産業界を支

える人材を育成するという使命を着実に果たしています。 

 

－取組の方向性－ 

○ 既設の学科について，生徒の実態や地域の産業構造の変化等を踏

まえ，必要に応じて，学科改編を含めた教育内容の見直しを検討し

ます。 

○ 高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人の育成に向け，大学，

研究機関及び企業等と連携し，先進的な卓越した取組を行う「スー

パー・プロフェッショナル・ハイスクール(注 14)」の仕組みを活用し

て専門高校の取組を強化することについて検討します。 

○ 専門高校拠点校は，細分化された小学科について，基幹的な専門

分野に集約することを検討します。 

○ 総合技術高等学校の成果を踏まえ，他の地域においても，近隣に

所在する専門高校や専門学科を統合し，地域産業を支える人材の育

成を担う，複数の専門学科からなる専門高校を新たに設置すること

を検討します。 

○ 普通科に併設する専門学科について，入学者が少なく，今後も増

加が見込みにくい状況である場合には，近隣の専門高校への統合や

併設の普通科の教育内容の一部に専門教育の内容を組み入れる等の

見直しを検討します。 

   

 

イ 普通系専門学科(注 15) 

既設の普通系専門学科では，共通教科・科目に関連する分野につい

て，高い専門性を身に付けさせることを目指す教育を提供し，多様な

人材を育成する役割を担っています。卒業後の進路状況では，進学や

専修学校等入学の割合が高い状況にあります。 

また，知識基盤社会やグローバル化が進展した社会で活躍できる人

材を育成する観点から，特色ある教育を行うことが必要です。 

 

－取組の方向性－ 

○ 既設の学科については，生徒の学習ニーズや進路希望への対応や

生徒の個性や能力の伸長等の観点から，各学校において，教育課程

や教育内容の見直しを行うとともに，大学等と連携した教育活動を

行う等の創意工夫した取組を行い，一層，専門性の高い教育を推進
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します。 

なお，体育科においては，オリンピックが東京で開催されること

も踏まえ，国際的に活躍できる選手の輩出を目指し，競技力向上に

係る取組を一層推進します。 

○ 進学希望が多い学校について，普通科や総合学科を改編し，新し

い普通系専門学科「探究科（仮称）」を設置することを検討します。 

 

 

③ 総合学科 

総合学科については，普通教科及び専門教科の多様な科目の中から生

徒が主体的に履修したい科目を選択でき，生徒の多様な興味・関心，進

路希望等に応じた学習を可能にするという特質を生かした教育活動が求

められています。 

現在，各学校においては，地域の実態を踏まえ，育成すべき生徒像に

基づき系列(注 16)や選択科目を設けており，卒業後の進路状況では，ほと

んどの生徒が大学に進学する学校や，大学進学，専修学校等入学者及び

就職がほぼ同じ割合となっている学校など，学校ごとにその状況は異な

っています。 

 

－取組の方向性－ 

○ 総合学科においては，生徒の多様な興味・関心，進路希望等に加え，

社会や地域の産業等の変化も踏まえ，系列や設置科目について，不断

の見直しを行うとともに，生徒が自己の進路希望に応じ主体的に科目

選択ができるよう，地域や産業界等との積極的な連携を図る等により，

生徒が自己の将来の生き方や進路について考察する学習を一層，充実

します。 

○ 普通科や専門学科を設置する学校について，生徒の実態等を踏まえ，

総合学科の特質を生かした教育活動による効果が期待できる場合，総

合学科への改編を検討します。 

○ 入学者が少なく，今後も増加が見込みにくい状況にあり，多様な科

目を設置できないため，総合学科としての特質が発揮しにくくなった

場合，普通科への改編等の見直しを検討します。 
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(2) 定時制課程・通信制課程 

近年の定時制課程・通信制課程においては，働きながら学ぶ青少年だけ

でなく，高等学校の中途退学経験者，中学校時代に不登校傾向のあった生

徒，生涯学習の一環として学ぶ社会人等，多様な生徒が入学しています。 

また，中学校時代までに基礎的な学力が十分に身に付いていない生徒や，

コミュニケーションをとることを苦手とする生徒なども在籍しています。 

さらに，定時制課程・通信制課程の高等学校卒業後の進路状況をみると，

一時的就職者や無業者等の割合が高くなっています。 

このため，定時制課程・通信制課程においては，生徒一人一人のニーズ

に応じた学習形態や学習内容を提供し，基礎的・基本的な知識，技術及び

技能の確実な習得を図るとともに，実践的なキャリア教育を地域と連携し

て実施することにより，社会人・職業人として自立して生きていくために

必要な力を身に付けさせることが求められています。 

また，定時制課程において，生徒の多様なニーズに十分に対応できるよ

う，１学年１学級規模の夜間部が多いという状況の改善を検討することが

必要です。 

 

－取組の方向性－ 

○ 定時制課程・通信制課程においては，生徒が多様な入学動機や学習歴

を持っていることを踏まえ，各教科・科目の配置や特色ある学校設定教

科・科目の設置などについて見直しを行うなど，教育内容の充実を図り

ます。 

○ 複数の定時制課程と通信制課程を統合し，従来の定時制・通信制課程

の枠組みに捉われず，幅広い授業時間帯の中から，授業あるいは通信教

育の学習形態を選択して自分のペースで学習できる「フレキシブルスク

ール（仮称）」を新たに設置することを検討します。 

○ 既存の定時制課程を統合することなどにより，多部制の定時制課程(注

17)を設置することを検討します。 

あわせて，通信教育との併修を進めることなどにより，多様な学習機

会を提供する方策について検討します。 

○ １学年１学級規模の定時制課程夜間部で，入学者数が少なく，今後も

増加が見込みにくい状況になった場合には，働きながら学ぶ青少年の高

等学校教育を受ける機会の確保に配慮した上で，統廃合を検討します。 

○ 高等学校，とりわけ，定時制課程・通信制課程では，地域における生

涯学習の一翼を担っているため，各学校において，聴講生制度及び公開

講座等により，広く県民への高等学校段階の教育の提供を一層推進して
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いきます。 

 

 

(3) 中高一貫教育校(注 18) 

併設型中高一貫教育校として平成 16年度に開校した広島中学校・高等学

校は，教育課程の工夫や生徒に高い目的意識をもたせる取組やグローバル

化に対応した取組など特色ある教育を展開するとともに，その教育実践の

成果を県内の各学校に広く発信するなど，本県教育全体を牽引する役割を

果たしています。 

また，連携型中高一貫教育を現在実施している３校では，社会性や豊か

な人間性を育成するため，きめ細やかな指導を行うとともに，地域の特徴

を生かし，中高合同での取組や特色のある教育活動を実施しているところ

です。 

これらの取組の成果を受けて，県内の他の地域から，中高一貫教育校の

新たな設置や指定を求める声があります。 

さらに，社会・経済の急速なグローバル化の進展を踏まえ，本県におい

ても，様々な分野や地域において活躍できる人材や社会や地域が抱える課

題を解決するためにリーダーシップを発揮できる人材など，多様な人材の

育成が求められています。 

そのためには，幅広い教養や問題発見能力等を身に付けさせる教育を実

施することが必要であり，中高一貫教育校にはこれらを身に付けさせるに

当たって６年間の計画的・継続的な指導を行うことができるというメリッ

トがあります。 

 

－取組の方向性－ 

○ 中高一貫教育校におけるグローバルリーダーの育成を目指した教育プ

ログラムを開発・研究するとともに，このプログラムを実践する新たな

中高一貫教育校の在り方について検討します。 

○ 広島中学校・高等学校については，引き続き，本県教育全体を牽引す

る役割を果たすとともに，グローバル化に対応した教育を一層推進する

など，さらなる充実を図ります。 

○ 県内に広島中学校・高等学校の成果を広めるために，既存の高等学校

に県立中学校を新設することを前提として，併設型中高一貫教育校を新

たに設置することを検討します。 

  なお，中高一貫教育校の設置を検討するに当たっては，地元の小・中

学校への影響等について，地元教育委員会と十分に連携を図っていきま
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す。 

○ 連携型中高一貫教育校については，市町立中学校と県立高等学校が連

携した取組の成果を検証するとともに，当該中学校からの進学状況等を

踏まえ，新たな指定を検討します。 

 

 

(4) 取組の推進に当たっての留意事項 

課程及び学科等の改編の実施に当たっては，入学希望者が，各学校の校

風や教育内容の特色を踏まえて，目的意識を持って主体的に選択すること

ができるよう，入学者選抜の選抜尺度や選抜方法について改善・見直しの

検討を行います。 

あわせて，各学校において，中学校における進路指導が充実するよう，

中学校と連携協力を密にして，自校の校風や教育内容，入学者選抜につい

ての情報を中学生や保護者に積極的に提供するとともに，体験入学を行う

など啓発的な体験を一層積極的に実施することが必要です。 

また，転入学及び編入学については，高等学校新規の選抜と同様に，入

学者選抜の選抜尺度や選抜方法について改善・見直しの検討を行います。 

あわせて，生徒が高等学校入学後に自分のやりたいことを見出し，その

実現に向けて転学することが真に必要な場合には，他の県立高等学校への

転学ができるように，転入学の要件について検討を行います。 
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５ 県立高等学校の配置及び規模の在り方 

 

(1) 基本的な考え方 

① 学校の配置 

教育の機会均等及び高等学校教育の質的水準の維持・向上の観点から，

全県的な視野に立って，地域のニーズや生徒・保護者の希望等に応える

ことができる，学校，課程及び学科等を適正に配置することが必要です。 

このため，中山間地域と都市部等の地域によって，今後の中学校卒業

見込者数の推移，公共交通機関の利便性などの地理的条件，県立高等学

校の学校規模，私立，市立及び国立高等学校を含めた高等学校の設置状

況等が異なることを踏まえることが必要です。 

 

② 学校の規模 

生徒に確かな学力，豊かな心及び健やかな体を育成していくためには，

学校内で活力ある教育活動を展開することができる環境が必要です。 

活力ある教育活動を展開するためには，生徒数が少ないと学校行事や

部活動等の集団教育活動で制約が生じやすく，生徒数が多すぎると一体

的な活動や円滑な展開が難しくなってくるなどの課題があります。また，

教職員数が少ないと出張や研修等の調整，組織的な指導体制を組むこと

が難しくなりやすく，教職員数が多すぎると相互の意思疎通が図りづら

くなってくるなどの課題があります。 

本県においては，平成 24年度に国・公立の中学校及び高等学校の教員

を対象としたアンケート調査を実施したところ，公立高等学校全日制課

程の１学年あたりの望ましい学級数は５～６学級とする回答が，中学校

教員，高等学校教員ともに半数を超えて最も多くなっています。また，

１学年６学級規模として設置した広島高等学校及び総合技術高等学校で

は，これまで活力ある教育活動を展開し，生徒が学習や部活動等で互い

に切磋琢磨しながら充実した学校生活を過ごし，進路実現を果たすなど，

成果をあげています。 

一方，１学年３学級以下の学校については，在籍生徒や教員が少ない

等のことから，一定規模のメリットを生かした活力ある教育を展開する

ことが難しい状況となっており，とりわけ１学年１学級規模の学校につ

いては，そのことが顕著な状況となっています。 

具体の学校の規模については，１学年６学級を標準とし，今後の生徒

数の推移や通学時間の現状などの地域ごとに状況が異なることを考慮

し，中山間地域については１学年２～６学級の範囲内を基本とし，中山
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間地域以外の地域については，１学年４～８学級の範囲内を基本としま

す。 
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(2) 取組の方向性 

○ 高等学校に入学を希望する生徒が，自分の興味・関心，能力・適性，

進路希望等に応じて，学校，課程，学科等を選択することができるよう，

公立高等学校への入学状況を踏まえるとともに，公共交通機関の状況や

生徒の通学時間等を勘案し，  

・全日制課程の普通科及び専門学科 

・定時制課程又はフレキシブルスクール 

・併設型中高一貫教育校 

を配置します。 

なお，専門学科における農業，工業，商業等の各学科については，地

域産業の特性や地域が求める人材育成等を踏まえ，配置します。 

○ １学年３学級以下の学校については，授業交流等による学校間の連携

や地域と連携した特色づくり等の活性化を図ります。 

その際，高等学校同士の連携に加え，地域，企業，大学及び研究機関

並びに他校種の学校等との連携，情報通信技術（ＩＣＴ）の活用等を視

野に入れた教育方法についても検討します。 

○ １学年１学級規模の全日制高等学校（注 19）については，各学校が学校

関係者，所在する市町及び市町教育委員会等で構成する「学校活性化地

域協議会（仮称）」（以下，「協議会」という。）を設置し，その協議会に

おいて，教育活動や部活動等において他校に見られない取組の強化等に

よる活性化策を検討します。 

その検討結果を踏まえ，各学校において，３年間（注 20），市町と連携し

ながら活性化策を実施し，全校生徒数（注 21）が毎年度，収容定員（注 22）の

2/3（80人）以上となることを目指します。 

以上の協議会の設置及び活性化策の検討・実施に係る３年間が経過し

た後，全校生徒数が２年連続して収容定員の 2/3（80 人）未満となった

学校については，協議会の意見を聴いた上で，地理的条件を考慮し，次

の①から③までのいずれかとします。 

① 近隣の県立高等学校のキャンパス校（注 23） 

② 特定の中学校と緊密な連携による一体的な学校運営を行う「中高学

園構想（仮称）」（注 24）への移行 

③ 統廃合（市町立学校としての存続を含む） 

ただし，教育活動及び部活動において，充実した活動を行うために，

地域の人々が指導者として協力したり，地域の施設・設備が活用できる

など，地域の支援体制が整っており，これらの支援を受けながら，全国

トップレベルの特筆すべき実績をあげ，将来も同様の成果が見込まれる
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学校については，別途検討します。 

○ 中山間地域以外の地域では，生徒急増期に高等学校が新設された後，

生徒減少に転じた後も学校数がほとんど変わっていない状況であること

から，今後の生徒数の減少に対しては，１学年４～８学級規模の学校を

含め，統廃合を検討します。 

なお，統廃合の実施に当たっては，複数の学校を発展的に統合するこ

となどにより，教育活動の充実を図ります。 
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用語の解説 

 

 

（注１）Ｐ２ 経済協力開発機構（OECD）の PISA調査 

 

参加国が共同して国際的に開発し実施している，15 歳児を対象とする，

読解力，数学的リテラシー，科学的リテラシーの３分野についての学習到達

度調査である。2009 年には，65 か国・地域（OECD 加盟国 34，非加盟国・

地域 31），約 47 万人の生徒を対象に調査を実施した。PISA 調査は，義務教

育修了段階の 15 歳児が持っている知識や技能を，実生活の様々な場面でど

れだけ活用できるかをみるもので，思考プロセスの習得，概念の理解，及び

各分野の様々な状況でそれらを生かす力を重視している。 

（文部科学省国立教育政策研究所「OECD 生徒の学習到達度調査～2009 年調

査国際結果の要約～」による） 

 

 

（注２）Ｐ２ 広島県高等学校共通学力テスト 

 

各学校が生徒一人一人について，学習指導要領に示された教科・科目の目

標の達成状況を把握し，指導の工夫改善に役立てることによって，「確かな

学力」の育成を図るため，平成 14 年度から実施している。実施対象は，公

立高等学校の１年次及び２年次の生徒並びに特別支援学校で高等学校に準

ずる教育課程を履修している１年次及び２年次の生徒である。実施教科は，

国語，数学及び外国語，併せて，生徒の生活や学習に関する意識・実態につ

いてのアンケート調査（生徒質問紙調査）及び学校の指導方法等に関するア

ンケート調査を実施している。 

（広島県教育委員会「平成 24 年度広島県高等学校共通学力テスト報告書」

による） 

 

 

（注３）Ｐ３ ３年以内に離職した者の割合 

 

 広島労働局「新規学卒者の就職後の在職期間別離職状況」による。 
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（注４）Ｐ４ 中学校卒業者の約 98.0％が高等学校等に進学 

 

本県の国公私立中学校卒業者の進学率は，平成 22年度卒業者 97.8％，平

成 23年度卒業者 98.1％，平成 24年度卒業者 98.0％となっている。 

（広島県教育委員会「平成 25年度公立学校基本数」による） 

 

 

（注５）Ｐ４ 中山間地域 

 

広島県中山間地域振興条例（平成 25年 10月 10日条例第 44号）の第２条

第１項に規定された地域とする。 

なお，参考資料に「広島県中山間地域振興条例における中山間地域図」を

掲載している。 

 

 

（注６）Ｐ４ 生徒急増期に新設された学校 

 

昭和 40 年代後半からの人口急増地域（広島市，福山市）における高等学

校進学者の増加や昭和 50 年代後半からの第２次ベビーブーム世代の高等学

校進学率による生徒急増に対応するため，昭和 49年度から昭和 63年度まで

に 18 校（うち広島市立高等学校３校）の高等学校を新設，また，７校の分

校を本校として独立（８校の分校を廃止）させた。 

（広島県教育委員会「広島県教育委員会六十年の歩み」（p.132）による） 

 

 

（注７）Ｐ６ キャリア教育・職業教育 

 

中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方に

ついて（答申）」（平成 23 年１月 31 日）では，職業教育を「一定又は特定

の職業に従事するために必要な知識，技能，能力や態度を育てる教育」と定

義した上で，キャリア教育と職業教育の関係について次のように述べてい

る。 

（ア）育成する力 

◆ キャリア教育 

一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や態度 

◆ 職業教育 
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一定又は特定の職業に従事するために必要な知識，技能，能力や態度 

（イ）教育活動 

◆ キャリア教育 

普通教育，専門教育を問わず様々な教育活動の中で実施される。職業

教育も含まれる。 

キャリア教育をより分かりやすく言い換えれば，「子ども・若者が，

社会の一員としての役割を果たすとともに，それぞれの個性，持ち味を

最大限発揮しながら，自立して生きていくために必要な能力や態度を育

てる教育」と表すこともできる。 

◆ 職業教育 

具体の職業に関する教育を通して行われる。この教育は，社会的・職

業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度を育成する上でも，極め

て有効である。 

（文部科学省「高等学校キャリア教育の手引き」（p.14，p.36）による） 

 

 

（注８）Ｐ６ グローバル人材 

 

「グローバル化」とは，今日，様々な場面で多義的に用いられるが，総じ

て，(主に前世紀末以降の)情報通信・交通手段等の飛躍的な技術革新を背景

として，政治・経済・社会等あらゆる分野で「ヒト」「モノ」「カネ」「情報」

が国境を越えて高速移動し，金融や物流の市場のみならず人口・環境・エネ

ルギー・公衆衛生等の諸課題への対応に至るまで，全地球的規模で捉えるこ

とが不可欠となった時代状況を指すものと理解される。 

我が国がこれからのグローバル化した世界の経済・社会の中にあって育

成・活用していくべき「グローバル人材」の概念を整理すると，概ね，以下

のような要素が含まれるものと考えられる。 

要素Ⅰ：語学力・コミュニケーション能力 

要素Ⅱ：主体性・積極性，チャレンジ精神，協調性・柔軟性，責任感・使

命感 

要素Ⅲ：異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティー 

このほか，「グローバル人材」に限らずこれからの社会の中核を支える人

材に共通して求められる資質としては，幅広い教養と深い専門性，課題発

見・解決能力，チームワークと(異質な者の集団をまとめる)リーダーシップ，

公共性・倫理観，メディア・リテラシー等を挙げることができる。 

（グローバル人材育成推進会議「グローバル人材育成推進会議 審議まとめ」
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（平成 24年 6月４日）（p.８）による） 

 

 

（注９）Ｐ６ 世界水準を睨んだ施策 

   

文部科学省では，「初等中等教育段階からグローバル人材を育成するため，

小・中・高等学校を通じた英語教育の抜本的強化を図る。また，高等学校段

階から国際競争力を身に付けた人材を育成するため，社会課題に対する関心

と深い教養に加え，コミュニケーション能力，問題解決力等の国際的素養を

身に付けたグローバル・リーダーを育成する高等学校等を支援するととも

に，国，都道府県，学校，企業等が連携して社会総がかりで高校生留学を促

進するとしている。 

平成 26年度の内容は次のとおり。 

○ 小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のため，先進的な取組の支

援や教材整備，教員の指導力強化や生徒の英語力調査を行う。 

○ スーパーグローバルハイスクール 

国際化を進める国内の大学を中心に，企業，国際機関等と連携を図り，

グローバルな社会課題を発見・解決できる人材や，グローバルなビジネ

スで活躍できる人材の育成に取り組む高等学校等を「スーパーグローバ

ルハイスクール」に指定し，質の高いカリキュラムの開発・実践やその

体制整備を支援。 

○ 社会総がかりで行う高校生留学促進事業 

高校生留学を促進するため，留学経費の支援をはじめ，留学に対する

理解促進，環境整備，社会全体の機運醸成を合わせてパッケージ化し，

国，都道府県，学校，企業等社会総がかりで留学を促進させる。 

（文部科学省初等中等教育局「平成２６年度予算（案）主要事項」（p.23）

による） 

 

 

（注 10）Ｐ７ 学校外の教育資源の積極的な活用 

   

高等学校学習指導要領では， 

「学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地

域の人々の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること。また，高

等学校間や中学校，特別支援学校及び大学などとの間の連携や交流を図ると
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ともに，障害のある幼児児童生徒などとの交流及び共同学習や高齢者などと

の交流の機会を設けること。」 

とされている。 

具体的には，地域，企業，大学等との連携について，次のようなことが考

えられる。 

○ 地域との連携 

・社会人や地域の有識者を講師とするなど，実習，見学，調査研究など

の体験的な活動を取り入れた学習を展開する。 

・授業や学校行事などに地域の高齢者を招待したり，高齢者福祉施設な

どを訪問したりして，高齢者の豊かな体験に基づく話を聞き，介護の

簡単な手伝いをするなどといった体験活動を実施する。 

・スポーツや文化及び科学等にわたる指導者など地域の人々の協力，体

育館や公民館などの社会教育施設や地域のスポーツクラブといった社

会教育関係団体等の各種団体との連携などの運営上の工夫を行う。 

○ 企業との連携 

・企業・事業所などへの訪問，産業現場等における実習などの就業体験

の機会を設ける。 

○ 大学との連携 

・（生徒の学習意欲を高め，個々の興味・関心を持つ学問分野への理解を

一層深めるとともに，主体的な進路選択を行うことができるように，）

大学の教授等の専門分野に関する講演や説明等や，課題学習を行う際

に大学生の支援を得てよりきめ細かく指導する。 

○ 学校同士の連携 

・近隣の学校と学校行事，部活動，ボランティア活動などを合同で行っ

たり，自然や社会環境が異なる学校同士が相互に訪問したり，コンピ

ュータや情報通信ネットワークなどを活用して交流したり，特別支援

学校との交流を図ったりする。 

（文部科学省「高等学校学習指導要領解説－総則編－」（平成 21 年 7 月）

（pp.79-80）による） 

 

 

（注 11）Ｐ10 普通科コース 

   

普通教科を学びながら興味・関心のある特定の分野を深く学習するため

に，一定の系統だった特色をもった科目を配列して教育課程を編成したも

の。 
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（注 12）Ｐ10 職業系専門学科 

 

本計画では，職業系専門学科（職業教育を主とする専門学科）は，農業科，

工業科，商業科，水産科，家庭科，看護科，情報科，福祉科の８つの専門学

科とする。 

本県では，平成 25 年度現在，この８学科のうち，水産科と情報科を除く

６学科を設置している。 

 （中央教育審議会初等中等教育分科会高等学校教育部会第 21 回資料 3-2

「専門学科に関する現状」による） 

 

 

（注 13）Ｐ10 専門高校拠点校 

 

平成 15 年５月に，農業については，西条農業高等学校及び庄原実業高等

学校，工業については，広島工業高等学校及び福山工業高等学校，商業につ

いては，広島商業高等学校及び尾道商業高等学校の各２校ずつ，計６校を拠

点校として指定した。 

専門高校における拠点校の役割等としては， 

○ 農業，工業，商業の各分野において，将来のスペシャリストを育成する。 

○ 農業，工業，商業の各分野において，専門教科における基礎・基本を徹

底するとともに，より高度な知識・技術を身に付け，それらを生かした進

学・就職のできる人材を育成する。 

○ 県内の小・中・高等学校における職業教育のセンター的な役割を担う。 

としている。 

 

 

（注 14）Ｐ11 スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 

 

高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人を育成するため，専攻科を含

めた５年一貫のカリキュラムの研究や大学・研究機関等との連携など先進的

な卓越した取組を行う専門高校（農業・工業・商業・水産・家庭・看護・情

報・福祉の８学科）を文部科学省が指定して調査研究を実施する。 

・指定校数：８校 

・指定期間：３年（最大５年） 

（文部科学省初等中等教育局「平成２６年度予算（案）主要事項」（p.17）

による） 
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（注 15）Ｐ11 普通系専門学科 

 

本計画では，専門学科のうち，理数科，体育科，音楽科，美術科，外国語

科，国際関係科，その他専門教育を施す学科とする。 

本県では，平成 25年度現在，体育科と国際科を設置している。 

（中央教育審議会初等中等教育分科会高等学校教育部会第 21回資料 3-2「専

門学科に関する現状」による） 

 

 

（注 16）Ｐ12 系列 

 

総合学科の教育課程において，体系性や専門性等において相互に関連する

教科・科目で構成される科目群のこと。 

生徒の主体的な選択を重視する観点から，生徒にある程度のまとまりのあ

る学習を可能とし，自己の進路の方向に沿った科目の選択ができるようにす

るため，系列を複数開設するとともに，必要に応じ，系列の性格とは異なる

科目（自由選択科目）を設けて，生徒が自由に選択履修できるようにするこ

ととしている。 

（文部科学省「高等学校学習指導要領解説－総則編－」（平成 21 年７月）

（p.45）による） 

 

 

（注 17）Ｐ13 多部制の定時制課程 

 

定時制課程は，学校教育法第４条に定められているとおり，夜間その他特

別の時間又は時期において授業を行う課程であり，１日の内に，特定の時間

帯で授業を行う課程を複数組み合わせて置く定時制課程を「多部制の定時制

課程」という。 

（文部科学省ホームページ「定時制・通信制課程について」による） 

 

 

（注 18）Ｐ14 中高一貫教育校 

 

○ 導入の趣旨  

従来の中学校・高等学校の制度に加えて，生徒や保護者が６年間の一貫

した教育課程や学習環境の下で学ぶ機会をも選択できるようにすること
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により，中等教育の一層の多様化を推進し，生徒一人一人の個性をより重

視した教育の実現を目指すものとして，中央教育審議会第二次答申（平成

９年６月）の提言を受けて，「学校教育法等の一部を改正する法律」が平

成 10年６月に成立し，平成 11年４月より，中高一貫教育を選択的に導入

することが可能となった。 

○ 中高一貫教育の実施形態 

中高一貫教育については，生徒や保護者のニーズ等に応じて，設置者が

適切に対応できるよう，次の３つの実施形態がある。 

・中等教育学校 

一つの学校として，一体的に中高一貫教育を行うもの。 

・併設型の中学校・高等学校 

高等学校入学者選抜を行わずに，同一の設置者による中学校と高等学

校を接続するもの。  

・連携型の中学校・高等学校 

市町村立中学校と都道府県立高等学校など，異なる設置者間でも実施

可能な形態であり，中学校と高等学校が，教育課程の編成や教員・生徒

間交流等の連携を深めるかたちで中高一貫教育を実施するもの。 

（文部科学省ホームページ「中高一貫教育の概要」による） 

 

 

（注 19）Ｐ18 １学年１学級規模の全日制高等学校 

 

平成 26年度以降の募集定員が１学級の全日制高等学校とする。 

 

 

（注 20）Ｐ18 ３年間 

 

平成 26 年度の募集定員が１学級の学校については，協議会における活性

化策の検討期間も含め，平成 28年度末までの３年間とする。 

平成 27 年度以降，募集定員が１学級となった学校については，募集定員

が１学級となった年度から３年間とする。 

 

 

（注 21）Ｐ18 全校生徒数 

 

各年度５月１日現在の在籍生徒数とする。 
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（注 22）Ｐ18 収容定員 

 

１学年１学級規模の全日制高等学校については，１学級の生徒数は 40 人

（公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律第６条）

で，１～３学年の募集定員の計は３学級であることから，収容定員は 120人

となる。 

 

 

（注 23）Ｐ18 キャンパス校 

 

近隣の県立高等学校に統合し，校地・校舎をそのまま使用しながら教育活

動を行う，統合先高等学校の分教室として位置付けるものとする。 

 

 

（注 24）Ｐ18 「中高学園構想（仮称）」 

 

特定中学校から当該高等学校への高い進学率を前提とし，中学校と高等学

校の教員が相互に兼務して，６年間の一貫した教育課程を実施するものとす

る。 
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全国学力・学習状況調査 調査結果 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：国立教育政策研究所「平成 22年度全国学力・学習状況調査 

調査結果のポイント」（平成 22年７月） 
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（広島県教育委員会調べ） 
  
  

H13 1,565 841

↓ ↓

H25 2,485 1,604

センター試験全国平均点
以上の得点者数

国立大学現役合格者
入試
年度

県立高校　国公立大学現役合格者数及び
大学入試センター試験全国平均以上得点者数

1,565 

1,642 
1,826 

1,964 
2,157 

2,322 
2,428 

2,647 2,598 

2,366 2,445 
2,476 2,485 

841 
964 
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国公立大 センター試験

H13の約1.6倍

H13の約1.9倍
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高校生の留学（３か月以上）の派遣学校数・生徒数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：「平成 23年度高等学校等における国際交流等の状況について」（文部科学省初等

中等教育局国際教育課） 
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大学科別募集定員構成比（平成 15 年度～平成 25 年度） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0%

25%

50%

75%

100%

平成15年

度 

平成16年

度 

平成17年

度 

平成18年

度 

平成19年

度 

平成20年

度 

平成21年

度 

平成22年

度 

平成23年

度 

平成24年

度 

平成25年

度 

65.0% 65.2% 65.5% 64.9% 65.2% 64.7% 64.0% 64.0% 63.0% 63.8% 63.5% 

20.4% 20.2% 20.2% 20.6% 20.8% 21.0% 21.4% 21.1% 21.8% 21.4% 21.9% 

14.6% 14.6% 14.4% 14.5% 14.0% 14.3% 14.6% 14.9% 15.1% 14.8% 14.6% 

（％） 

■広島県立高等学校 

普通科 専門学科 総合学科 

（普通科には体育科，国際科を含む） 

0%

25%

50%

75%

100%

平成15年

度 

平成16年

度 

平成17年

度 

平成18年

度 

平成19年

度 

平成20年

度 

平成21年

度 

平成22年

度 

平成23年

度 

平成24年

度 

平成25年

度 

71.1% 70.6% 70.2% 70.2% 70.0% 69.8% 69.7% 70.2% 69.7% 69.8% 69.7% 

23.2% 23.0% 22.7% 22.5% 22.3% 23.6% 23.5% 23.0% 23.4% 23.2% 23.1% 

4.3% 5.0% 5.6% 5.9% 6.3% 6.5% 6.7% 6.8% 6.9% 7.0% 7.1% 

（％） 

■全国状況（都道府県立高等学校） 
普通科 専門学科 総合学科 

（普通科には体育科，国際科を含む） 

（資料）富山県教育委員会県立学校課調査 
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 広島県における今後の高等学校教育の在り方を検討する協議会  

第６回（平成 24年 11月 26日（月））配布資料  
資料番号４ 高等学校教育に関するアンケート調査結果 
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